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処分基準（不利益処分関係） 

 

資料番号 １ 担当課 男女参画・子育て支援課 

法令名 児童福祉法 根拠条項 
第 46 条 

第３項 

不利益処

分の種類 
最低基準を維持するための児童福祉施設に対する改善命令 

児童福祉法（昭和22 年法律第164 号） 

 

第46条 都道府県知事は、前条の最低基準を維持するため、児童福祉施設の設置者、児童福祉施設の長、里親及び保護受託者に対して、 

必要な報告を求め、児童の福祉に関する事務に従事する職員に、関係者に対して質問させ、若しくはその施設に立ち入り、設備、帳簿 

書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第34 条の４第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

３ 都道府県知事は、児童福祉施設の設備又は運営が前条の最低基準に達しないときは、その施設の設置者に対し、必要な改善を勧告し、 

又はその施設の設置者がその勧告に従わず、かつ、児童福祉に有害であると認められるときは、必要な改善を命ずることができる。 

４ 都道府県知事は、児童福祉施設の設備又は運営が前条の最低基準に達せず、かつ、児童福祉に著しく有害であると認められるときは、 

都道府県児童福祉審議会（第８条第１項ただし書に規定する都道府県にあつては、地方社会福祉審議会とする。第59 条第３項におい 

て同じ。）の意見を聴き、その施設の設置者に対し、その事業の停止を命ずることができる。 

第45条 厚生労働大臣は、児童福祉施設の設備及び運営、里親の行う養育並びに保護受託者の行う保護について、最低基準を定めなけ 

ればならない。この場合において、その最低基準は、児童の身体的、精神的及び社会的な発達のために必要な生活水準を確保するもの 

でなければならない。 

２ 児童福祉施設の設置者並びに里親及び保護受託者は、前項の最低基準を遵守しなければならない。 

３ 児童福祉施設の設置者は、児童福祉施設の設備及び運営についての水準の向上を図ることに努めるものとする。 

 

 

 

 

 
 


